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１．建設業関係の法律 

(1) 建設業法  ··········································································  P.   1 

・建設業許可 ・営業所 ・請負契約 ・下請契約 ・下請代金支払 

・工事現場ルール（技術者配置、監理技術者専任［監理技術者補佐］、施工体制台帳、施工体系図、 

         下請負人に対する指導） ・監督処分 ・社会保険未加入対策 

(2) 建築士法  ··········································································  P.  34 

・大規模修繕と建築士法 ・建築士事務所登録 ・重要事項説明 

(3) 労働基準法（労基法）  ·······························································  P.  45 

・基本原則 ・３６協定（法第３６条） ・労基法と労働安全衛生法 ・適用事業報告 

(4) 労働者災害補償保険法（労災保険法）  ·················································  P.  52 

・総則 ・適用事業 ・保険の成立 ・保険給付（業務・通勤災害） ・費用負担 

(5) 労働安全衛生法（安衛法）  ···························································  P.  68 

・目的 ・事業者、労働者の責務 ・総括安全衛生管理者 ・安全管理者 ・衛生管理者 

・安全衛生推進者 ・作業主任者 ・（石綿関連）石綿障害予防規則 ・総括安全衛生責任者 

・元方安全衛生管理者 ・店社安全衛生管理者 ・安全衛生責任者 ・安全衛生委員会 

・事業者が行うべき調査（ＳＤＳラベルの交付義務） ・安全衛生教育 ・職長等に対する教育 

・中高年齢者等についての配慮  ・健康診断 ・監督等 ・書類の保存等 

・墜落、飛来崩壊等による危険の防止（労働安全衛生規則他建基法令第 136条の 5） 

２．計画修繕工事関係の法律 

Ⅰ．工事全般関係 

(1) 建築基準法（建基法）  ·······························································  P.  99 

・目的 ・用語の定義 ・維持保全 ・特殊建築物（マンション）の定期調査、報告 

・法規制（建物構造・設備） ・各種届出 ・大規模修繕法適用の緩和 ・法改正の流れ 

・改修の設計指針 

(2) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）  ······················  P. 136 

・概要 ・分別解体等の実施 ・再資源化等の実施 ・分別解体対象工事の種類と規模 

・特定建設資材の事例 

(3) 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律  ···············  P. 142 

（化学物質排出把握管理促進法又は化管法） 

・概要 ・ＰＲＴＲ制度 ・ＳＤＳ制度 

・その他（化学物質管理指針、国・地方公共団体の支援措置） 

(4) 屋外広告物法  ······································································  P. 147 

・概要 ・広告物等の制限 ・違反措置 

(5) 騒音規制法・振動規制法  ····························································  P. 149 

・概要 ・目的と定義 ・対象地域 ・特定建設作業と届出 ・改善勧告、命令 ・罰則 

(6) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法） ····································  P. 154 

・概要 ・廃棄物の定義 ・産業廃棄物 ・廃棄物の処理 

・マニフェスト制度（産業廃棄物管理票） 

(7) 道路交通法（道交法）・道路法  ·······················································  P. 172 

・概要 ・諸官庁手続き、規則（道路使用許可、道路占用許可、通行禁止道路通行許可） 

・過積載車両運転の禁止 ・時間制限駐車区間規制 

 



Ⅱ．設備関係の法律 

(1) 水道法  ············································································  P. 181 

・概要 ・水質基準 ・給水装置の構造、材質（屋内設置水槽基準） 

・給水装置施工業者の指定、基準 ・専用水道（施設基準・確認申請、改修工事の届出・規定） 

・配管設備の構造（告示） 

(2) 消防法  ············································································  P. 198 

・概要 ・消防法と建基法の関係 ・法の遡及、不遡及 

・改修工事の法の適用（防災機能、防火対象物の指定、消防設備の設置基準・届出・検査・資格） 

・共同住宅の消防設備特例基準 ・工事中の防火管理、消防計画 ・危険物の取扱い、承認 

・防火対象物一覧（令別表第一） ・各種届出書、消防計画書例 

(3) 電気工事業の業務の適正化に関する法律（電気工事業法）  ································  P. 226 

（その他 電気事業法・電気工事士法・電気用品安全法） 

・概要（各種電気工事業者許可） ・電気工事の定義 ・電気工事業の登録 

・建設業者に関する特例 ・主任電気工事士の配置 ・電気工作物と資格 

(4) ガス事業法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律  ···················  P. 235 

・概要（ガス事業法） ・ガス事業者の責務 ・資格と工事範囲 

・概要（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律） ・資格と作業制限 

Ⅲ．その他工事に関係する法律 

(1) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）  ··································  P. 243 

・概要 ・対象者 ・届出、定期報告 

(2) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）  ······················  P. 245 

・概要（規制・誘導措置） ・努力義務（建築主と販売・賃貸事業者の努力） 

・建築主の届出義務 ・建築主の消費性能向上計画作成、申請 

・消費性能向上計画認定と特例（容積率） 

(3) 大気汚染防止法 （大防法）  ··························································  P. 251 

・概要 ・揮発性有機化合物の排出規制 ・国民の排出規制努力 

・粉じん、特定粉じん（石綿）規制 ・有害大気汚染物質対策 ・自動車排出ガスの抑制 

(4) 景観法  ············································································  P. 269 

・概要 ・事業者、住民の責務 ・景観行政団体の景観計画策定 

・景観計画区域内での修繕、色彩変更等の届出 ・景観地区、準景観地区の指定と行為の制限 

・景観、準景観地区内の計画の申請、認定 ・景観協定の締結、認可 

・マンション計画修繕における届出フロー 

(5) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）  ················  P. 283 

・概要 ・特別特定建築物の基準適合義務（建築物移動等円滑化基準を適用） 

・マンション修繕工事の努力義務 

・マンションの維持保全計画の認定と特例（エレベーター新設時の容積不算入等） 

・その他特例（車椅子エレベーターの耐火構造基準） 

(6) 住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法） ········································  P. 291 

・概要 ・新築住宅の瑕疵担保責任 ・住宅性能表示制度、基準（新築・既存住宅） 

・品確法規定の適用（新築・既存住宅） ・既存住宅の性能表示項目（戸建て、共同住宅） 

・紛争処理体制 

(7) 建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）  ································  P. 299 

・概要 ・対象マンション ・マンションストック戸数の推移表（国交省） 

・耐震改修促進計画と所有者の努力義務 ・耐震改修計画の認定と特例 

 （既存不適格建築物の制限緩和、耐火建築物の制限緩和、確認申請の簡素化） 



(8) 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法）  ················  P. 311 

・概要（瑕疵担保履行スキーム図） ・指定保険法人 ・新築住宅の保険対象部位 

・マンション大規模修繕の保険対象部位 

３．マンション管理関係の法律 

(1) 建物の区分所有等に関する法律（区分所有法）  ·········································  P. 315 

・概要 ・共用部分の定義 ・共用部分の範囲（標準管理規約） 

・住戸（建物、設備配管・配線）の専有、共用区分図（管理標準指針：国交省） 

・区分所有者の権利と義務（判決事例） ・建物の設置、保存と瑕疵の推定（不特定は共用推定） 

・共用部分の取り扱い ・修繕工事の普通決議と特別決議 

・管理規約の定め（区分所有法以外の共用管理上の定め） ・使用細則（管理規約の個別細則） 

・重要事項の総会決議（集会） 

(2) マンションの管理の適正化の推進に関する法律（マンション管理適正化法）  ················  P. 330 

・概要（マンション管理士・マンション管理業務主任者の登録制度） 

・定義（マンション、区分所有者、管理組合等の定義付け） ・マンション管理適正化指針 

・マンション管理適正化推進計画 ・マンションの管理計画認定制度 

・管理規約第３５条改正（外部専門家の役員選任等） ・設計図書の交付義務 

(3) マンションの建替え等の円滑化に関する法律（建替え円滑化法）  ··························  P. 337 

・概要 ・国交省大臣による基本方針の策定 ・マンション建替事業の主体としくみ 

・その他の措置、勧告等（建替え不参加者に対する措置、防災等の問題マンションへの勧告、建替えの流れ） 

・平成１５年の法改正（５人以上共同による組合設立制度、隣接敷地権利者の意見書提出・同意） 

・平成２６年の法改正 

 （耐震性不足マンション関連：売却制度創設,建替えマンション容積率・大規模修繕決議要件の緩和） 

・令和３年の法改正 

 （マンションの老朽化抑制を目的とした改正、外壁の剥落等による危害防止等を拡充） 

４．その他の法律 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（暴対法）  ······························  P. 351 

・概要（暴力団排除に向けた動き） ・目的と定義 ・資金活動と建設業の関り 

・指定暴力団 ・暴力的要求行為の禁止と関連対象者（市民、事業者、行政庁、地方公共団体） 

・暴力団排除条項 ・暴力団排除表明と確認事項の意義 

(2) 宅地建物取引業法（宅建法）  ·························································  P. 357 

・概要 ・重要事項の説明 

・国交省令で定める重要事項説明時の書類（施行規則第１６条の２の３） 
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